
宮古島市職員の人事行政の運営等の状況に関する条例第４条の規定により公表します。

1 職員の任免及び職員数等に関する状況
　(1) 職員の採用状況
　　ア 職種別採用者数

　　イ 職員採用候補者試験の実施状況(平成29年度)

　(2) 退職者の状況
　　事由別退職者の数(平成29年度)

　(3) 部門別職員数の状況と主な増減理由(各年4月1日現在)
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　　ア 年齢別職員数の状況(平成30 年4月1日現在)

　　イ 全職員の平均年齢(各年4月1日現在)

 
2 職員の給与の状況
  (1) 人件費の状況(普通会計決算)

  (2) 職員給与費の状況(普通会計決算)

  (3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

　(4) 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況

　(5) 職員の初任給の状況(平成30年4月1日現在)

　(6) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(平成30年4月1日現在)

　(7) 一般行政職の級別職員数の状況(平成30年4月1日現在)

　(8) 職員手当の状況(平成30年4月1日現在)
　　期末・勤勉手当

役職加算5～15% 役職加算5～15%
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数である。
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 数値である。
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　　退職手当

その他の加算措置 その他の加算措置
　定年前早期退職の特例措置　2～20%加算 　定年前早期退職の特例措置　2～20%加算
1人あたり平均支給額       　　　  16,279千円 1人あたり平均支給額         －

　　特殊勤務手当

　　時間外勤務手当

　　その他手当(平成30年4月1日現在)

　(9) 特別職の報酬等の状況(平成30年4月1日現在)

1件につき

1回につき

1回につき

救助出動に従事した職員

感染症患者若しくは感染症の疑いのある患者の救護又は汚
染の疑いのある場所の消毒に従事する職員

行旅死亡人又は白骨を取扱う職員

暴風警報発令時で通常業務が停止している間、消防活動及
び災害救助活動等に従事した職員

1件につき

1回につき

(支給率) 定年等

1,000円

3,000円
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300円
1件につき

1日につき福祉事務従事手当

 6月期

内　　容

通勤距離が2km以上で自動車等を利用し
ている職員

区分
市 長
副 市 長

消防救急車に乗務する救急救命士以外の職員

　　(注)　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額で
          ある。
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その指導監督を行う職員(課長補佐、保護係長、地域生活支
援係長、自立支援給付係長、査察指導員)

消防救急救助出動手当

支給実績
職員1人当たり支給年額
支給実績
職員1人当たり支給年額

主な支給対象業務及び支給対象職員

火災時に現場出動(原因調査も含む)した職員
潜水作業に従事する職員
消防救急車に乗務する救急救命士

議 長
副 議 長
議 員

100円

(平成29年度支給割合)

 6月期
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計

暴風警報発令時で通常業務が停止している間、勤務するこ
とを命ぜられた職員

手当の名称

29.145月分
41.325月分
49.590月分

34.5825月分
49.590月分
49.590月分

   3.30月分
 　1.725月分

200円
300円

300円
1,000円

徴税手当 市税の徴収事務又は滞納整理に従事する職員

1,000円

1件につき
従事した日

41.325月分
29.145月分
20.445月分20.445月分

49.590月分

支給単価

8,842千円
9種

支給実績(平成29年度決算)
手当の種類

49.590月分

勤続25年
勤続35年
最高限度額

25.55625月分

計
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 1.575月分
 1.725月分
 3.30月分

363,000円
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借り受け

通勤距離に応じて
　2,300～26,200円
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住居を借り受けしている職員に支給

期末手当の支給割合

27,000円まで

 　1.575月分660,000円
(平成29年度支給割合)

給料月額等
830,000円

配偶者
子等

16歳から22歳の子1人につき
5,000円の加算

手当額(月額)

その他

勤続20年

行旅死亡人と白骨処理
手当

暴風雨時活動手当

暴風雨時勤務手当

扶養親族のいる職員に支給

平成28年度

平成29年度

88,714千円
136千円

91,522千円
142千円

区　分

扶養手当

自己都合
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

自己都合 定年等
25.55625月分
34.5825月分
49.590月分

(支給率)



3 公営企業職員の状況
　(1) 職員給与費の状況

　(2) 職員給与費の状況(会計決算)

　　　(注)　職員手当には退職手当を含まない。

　(3) 職員手当の状況(平成30年4月1日現在)
　　期末・勤勉手当

役職加算5～15% 役職加算5～15%
　　退職手当

　定年前早期退職の特例措置　2～20%加算
1人あたり平均支給額 
　　　(注)　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る
　　　　　　職員に支給された平均額である。

　　特殊勤務手当

　　時間外勤務手当

4 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
　(1) 一般職員の勤務時間状況(平成30年4月1日現在)

　(2) 職員の年次休暇の取得状況(平成29年1月1日～12月31日)

　(3) その他の休暇取得状況(平成29年度)

支給単価

1時間

276千円
1種

1,000円暴風雨時勤務手当
暴風警報発令時で通常業務が停止している
間、勤務することを命ぜられた職員

17時15分
休憩時間

38時間45分

20.445月分

49.590月分
49.590月分

勤続20年
勤続25年 29.145月分

41.325月分
49.590月分

　　期末手当　　　勤勉手当 　　期末手当　　　勤勉手当
　  2.60月分　　　1.80月分

自己都合

平成29年度

勤続25年
勤続35年
最高限度額

週休日
勤務時間の割振り

支給実績 4,020千円

5,723千円
職員1人当たり支給年額 155千円

1週間の勤務時間
終業

手当の名称 主な支給対象業務及び支給対象職員

支給実績

　定年前早期退職の特例措置　2～20%加算
18,620千円

その他の加算措置

支給実績(平成29年度決算)

25.55625月分
34.5825月分

勤続35年
最高限度額

平成28年度

(加算の状況) (加算の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算 職制上の段階、職務の級等による加算

土・日曜日

4人

消化率
42.7%

49.590月分

25.55625月分

12時00分～13時00分

－

その他の加算措置

20.445月分
29.145月分
41.325月分

区分

平成29年度

平成29年度

総費用

A
1,699,819千円

純損益又は
実質収支

364,939千円

職員の給与費

B
254,016千円

職員数

A
33人

(支給率) 定年等

　  2.60月分　　　1.80月分

総取得日数
10,556日

全対象職員数
664人

平均取得日数
15.9日

34.5825月分
49.590月分

一人あたり
給与費

B
254,016千円

給与費

始業
8時30分

49.590月分

職員1人当たり支給年額 122千円

手当の種類

本市 国
1人当たり平均支給額(平成29年度)

1,692,455円
－

(平成29年度支給割合)

40人

具体的な内容

育児休暇
子の看護休暇

総付与日数
24,704日

種類
出産休暇

取得者数
21人

(参考)昨年度の
総費用に占める
職員給与比率

B／A
7,697千円

14.94%

自己都合

55,851千円

計

15.76%

職員 期末・勤勉
手当

勤続20年

給料

139,213千円
手当

58,952千円

(支給率)

総費用に占める
職員給与費比率

B/A

(平成29年度支給割合)

定年等

区分



　(4) 介護休暇の取得状況(平成29年度)

　(5) 療養休暇の取得状況(平成29年度)

　(6) 職員の育児休業の取得状況(平成29年度)

5 職員の分限処分及び懲戒処分の状況
　(1) 分限処分(平成29年度)

　(2) 懲戒処分(平成29年度)

6 職員の服務の状況
　(1) 職務専念義務免除の状況(平成29年度)

※ 健康診断、人間ドック等は除いています。

　(2) 営利企業等従事許可制度の許可の状況(平成29年度)

7 職員の研修の状況
　(1) 研修の実施状況(平成29年度)

8 職員の福祉及び利益の保護の状況
　(1) 健康診断の状況(平成29年度)

　(2) 地方公務員災害補償状況(平成29年度)

許可件数

免職

0件

0人

84人

7人

降任
0人

免職
　0人

備考

休職
6人 0人

戒告
2人

認定件数

人間ドック
脳ドック

がんドック

内容
定期検診

法制執務研修

給与実務研修

職員健康
診断

区分

通勤災害
公務災害

3人

1人

受診者
381人

1件

200人
57人
3人

クレーム対応・強化研修 50人

認定件数

　区分

受講者数
2人

1人

1人
26人
2人

区分

一般職員研修

行政法講座
新採用職員研修
沖縄県実務研修

監督者研修 4人

処分者数

25人

取得者数
16人

処分者数

　区分

0人

停職
0人

管理者研修

許可件数

2人

降給

種　類
介護休暇

種　類
病気休暇

種　類
育児休業
部分休業

取得者数
0人

取得者数

減給



　休暇制度の概要

⑴

⑵
⑶
⑷
⑸
⑹
⑺
備考
1
2

3

　生計を一にする場合は、血族に準じる。
　祖父母、叔父伯母を代襲相続し、かつ、祭
具等の継承を受ける場合は、7日とする。

　忌引き日数は、任命権者が承認した日から
計算する。なお、葬儀のため遠隔の地に赴く
必要がある場合には、定められた日数を加算
することができる。

父母、配偶者及び子の追悼のための行事を行う場合（15年以
内に限る。）

1日

孫 1日 －
兄弟姉妹 3日以内 1日
叔伯父母 1日 －

父母 7日以内 3日以内
子 5日以内 1日
祖父母 3日以内 1日

職員の妻が出産する場合であってその出産予定日の６週間前
の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの期間にあ
る場合において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に
達するまでの子（妻の子を含む。）を養育する職員が、これ
らの子の養育のため勤務しないことが相当であると認められ
るとき

5日以内

中学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その
子の看護（負傷し、又は疾病にかかったその子の世話を行う
ことをいう。）のため又はその子に予防接種若しくは健康診
断を受けさせる場合

1の年度において5日（子が2人以上の場合は10
日）の範囲内の期間

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める
者で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日
常生活を営むのに支障のある者（以下「要介護状態にある対
象家族」という。）の介護をする場合

1の年度において当該子が1人の場合　5日
2人以上の場合　10日

親族が死亡した場合
死亡した者 血族 姻族

　配偶者(婚姻の届け出を
していないが婚姻関係と
同様な事情にある者を含
む。)

10日以内

職員が結婚する場合で、必要と認められる行事等を行う場合 連続する5日間

産前休暇
8週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）
以内に出産する予定である女性職員が申し出た
場合　出産の日までの申し出た期間

産後休暇
出産の日の翌日から８週間を経過する日までの
期間

生後１年に達しない子を育てる場合
1日2回以内で、1回につき30分以内又は1日1回
60分

職員が配偶者の出産のための看護、家事等に従事する場合
出産目10日以内及び出産後10日以内において、
3日を超えない範囲内で必要と認める期間

休暇の範囲 期間

選挙権その他公民として権利を行使する場合 必要と認める日または時間

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方
公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合

必要と認める日または時間

骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を実施
する者に対して登録の申出を行い、又は骨髄移植のため配偶
者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合
で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務
しないことがやむを得ないと認められるとき

必要な登録、検査、入院のため勤務しないこと
がやむを得ないと認められる期間

職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢
献する活動（専ら親族に対する支援となる活動を除く。）を
行う場合

一の年において5日の範囲内の期間



所轄庁の事務又は事業の運営上の必要に基づく事務又は事業
の全部又は一部の停止（台風の来襲等による事故発生の防止
のための措置を含む。）

必要と認められる期間

市長が必要と認めるとき　必要と認められる期間

旧盆当該日のうち1日（旧盆が土日にあたる場
合は無し）
インフルエンザに罹患した場合１の年度に最大
10日の付与（臨時・非常勤職員のみ）。

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により
出勤することが著しく困難であると認められる場合

必要と認める期間

地震、水害、火災その他の災害時において、職員が退勤途上
における身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを
得ないと認められる場合

必要と認める期間

女性職員の生理 2日を超えない範囲内で必要と認める期間

妊娠中の女性職員が保健指導又は健康診断を受ける場合

　妊娠満23週までは4週間に1回、妊娠満24週か
ら満35週までは2週間に1回、妊娠満36週から分
娩までは1週間に1回とし、その都度必要と認め
られる期間

通信教育による面接授業への出席
50日を超えない範囲内で授業のため出席を必要
と認める期間

内に限る。）
1日

夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は
家庭生活の充実のため勤務しないことが相当であると認めら
れる場合

一の年度の6月から10月までの期間において、5
日の範囲内の期間

地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失
し、又は損壊した場合で、職員が当該住居の復旧作業等のた
め勤務しないことが相当であると認められるとき

7日の範囲内の期間


